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(57)【要約】
【課題】耐水性に優れた画像が得られると共に、長波長側の波長領域の紫外線の照射によ
っても、オフセットの発生を抑制して高速記録を実現する紫外線硬化型水性インクを提供
すること。
【解決手段】水を含む連続相と、連続相中に分散された分散相であって、非水溶性の紫外
線重合性化合物、及び３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域に吸収を持つ非水溶性の
紫外線重合開始剤を含む分散相と、を有する紫外線硬化型水性インクである。
【選択図】なし



(2) JP 2014-237760 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水を含む連続相と、
　前記連続相中に分散された分散相であって、非水溶性の紫外線重合性化合物、及び３７
５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域に吸収を持つ非水溶性の紫外線重合開始剤を含む分
散相と、
　を有する紫外線硬化型水性インク。
【請求項２】
　前記連続相に、水溶性の紫外線重合性化合物を含む請求項１に記載の紫外線硬化型水性
インク。
【請求項３】
　前記連続相中に前記分散相を形成する分散剤を含み、且つ前記分散剤がラジカル反応性
基を持つ分散剤である請求項１又は２に記載の紫外線硬化型水性インク。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の紫外線硬化型水性インクを収容したインクカート
リッジ。
【請求項５】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の紫外線硬化型水性インクを吐出する吐出装置と、
　吐出された前記紫外線硬化型水性インクに対して、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波
長領域の紫外線を照射する紫外線照射装置と、
　を備える記録装置。
【請求項６】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の紫外線硬化型水性インクを吐出する工程と、
　吐出された前記紫外線硬化型水性インクに対して、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波
長領域の紫外線を照射する工程と、
　を有する記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、紫外線硬化型水性インク、インクカートリッジ、記録装置及び記録方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、「エネルギー付与により、固体化する非水溶性モノマー、該非水溶性
モノマーを溶解する溶剤（ＩＰＡ及びＮＭＰを含む溶剤）、水、記録剤（色材）、固体化
開始剤を含有するインク」が開示されている。
【０００３】
　特許文献２には、「顔料と水と浸透性溶剤と湿潤剤と紫外線硬化性樹脂エマルジョンと
を含むインクジェット用インク」が開示されている。
【０００４】
　特許文献３には、「水、水溶性光重合性物質、水溶性アシルホスフィンオキシド系光重
合開始剤、およびアミン化合物を含有し、アミン化合物の含有量が０．１ｗｔ．％以上、
０．５ｗｔ．％未満である水性活性エネルギー線硬化型インク」が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平８－２１８０１７号公報
【特許文献２】特開２００９－２２７７６２号公報
【特許文献３】特開２００７－２７７３８０号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の課題は、耐水性に優れた画像が得られると共に、長波長側の波長領域の紫外線
の照射によっても、記録媒体が重ねられたときに重ねた記録媒体にインクが転写又は記録
媒体を巻き取る部材にインクが転写する現象（以下「オフセット」を称する）の発生を抑
制して高速記録を実現する紫外線硬化型水性インクを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題は、以下の手段により解決される。即ち、
　請求項１に係る発明は、
　水を含む連続相と、
　前記連続相中に分散された分散相であって、非水溶性の紫外線重合性化合物、及び３７
５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域に吸収を持つ非水溶性の紫外線重合開始剤を含む分
散相と、
　を有する紫外線硬化型水性インク。
【０００８】
　請求項２に係る発明は、
　前記連続相に、水溶性の紫外線重合性化合物を含む請求項１に記載の紫外線硬化型水性
インク。
【０００９】
　請求項３に係る発明は、
　前記連続相中に前記分散相を形成する分散剤を含み、且つ前記分散剤がラジカル反応性
基を持つ分散剤である請求項１又は２に記載の紫外線硬化型水性インク。
【００１０】
　請求項４に係る発明は、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の紫外線硬化型水性インクを収容したインクカート
リッジ。
【００１１】
　請求項５に係る発明は、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の紫外線硬化型水性インクを吐出する吐出装置と、
　吐出された前記紫外線硬化型水性インクに対して、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波
長領域の紫外線を照射する紫外線照射装置と、
　を備える記録装置。
【００１２】
　請求項６に係る発明は、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の紫外線硬化型水性インクを吐出する工程と、
　吐出された前記紫外線硬化型水性インクに対して、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波
長領域の紫外線を照射する工程と、
　を有する記録方法。
【発明の効果】
【００１３】
　請求項１に係る発明によれば、紫外線重合開始剤が水相からなる連続相に含む場合に比
べ、耐水性に優れた画像が得られると共に、長波長側の波長領域の紫外線の照射によって
も、オフセットの発生を抑制して高速記録を実現する紫外線硬化型水性インクが提供され
る。
　請求項２に係る発明によれば、水相からなる連続相に水溶性の紫外線重合性化合物を含
まない場合に比べ、強度が高い画像が得られる外線硬化型水性インクが提供される。
　請求項３に係る発明によれば、水相からなる連続相中に分散相を形成する分散剤がラジ
カル反応性基を持たない分散剤である場合に比べ、強度が高い画像が得られる外線硬化型
水性インクが提供される。
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【００１４】
　請求項４に係る発明によれば、紫外線重合開始剤が連続相に含むインクを適用した場合
に比べ、耐水性に優れた画像が得られると共に、長波長側の波長領域の紫外線の照射によ
っても、オフセットの発生を抑制して高速記録を実現する紫外線硬化型水性インクを収容
したインクカートリッジが提供される。
【００１５】
　請求項５、又は６に係る発明によれば、紫外線重合開始剤が連続相に含むインクを適用
した場合に比べ、耐水性に優れた画像が得られると共に、長波長側の波長領域の紫外線の
照射によっても、オフセットの発生を抑制して高速記録を実現する記録装置、又は記録方
法が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本実施形態に係るインクジェット記録装置を示す概略構成図である。
【図２】本実施形態に係るインクジェット記録装置における記録ヘッド周辺を示す部分平
面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の一例である実施形態について詳細に説明する。
【００１８】
［紫外線硬化型水性インク］
　本実施形態に係る紫外線硬化型水性インク（以下「インク」と称する）は、水を含む連
続相と、連続相中に分散された分散相であって、非水溶性の紫外線重合性化合物、及び３
７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域（つまり光吸収分解波長）に吸収を持つ非水溶性
の紫外線重合開始剤を含む分散相と、を有する。
　つまり、本実施形態に係るインクは、連続相となる水相中に、非水溶性の紫外線重合性
化合物及び非水溶性の紫外線重合開始剤を分散させ、これらを含む油相からなる分散相を
形成したインクである。
【００１９】
　ここで、近年、紫外線硬化型インクを利用する記録装置では、水銀ランプ又はメタルハ
ライドランプといった短波長側の紫外線を照射する従来のランプに比べて、エネルギー効
率の良い可視域に近い長波長側の波長領域（３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域）
の紫外線を照射する光源［例えば紫外線発光ダイオード（Ultraviolet Light Emitting D
iode；以下「ＵＶ－ＬＥＤ」）］の搭載が検討されている。
【００２０】
　一方、紫外線硬化型インクのうち、油性インクは、その揮発性の低さ又は記録媒体への
浸透性の低さから、インクによる記録面（印字面）の平滑性が劣ることが知られている。
このため、揮発性及び記録媒体への浸透性に富む水性インクを利用する要求が高まってい
る。
【００２１】
　しかしながら、紫外線硬化型水性インクにおいて、水溶性の紫外線重合性化合物を適用
すると、得られる画像の耐水性が低下する傾向が見られる。このため、得られる画像の耐
水性を高める点から、非水溶性の紫外線重合化合物を適用することがよい。
【００２２】
　一方で、紫外線硬化型水性インクにおいて、非水溶性の紫外線重合性化合物を適用する
と、紫外線重合性化合物の重合速度（硬化速度）が低くなる傾向が見られる。これは、紫
外線重合性化合物を単独でエマルジョン化して水中に分散させているため、紫外線重合開
始剤の機能が発揮されていないのではないかと考えられるためである。
【００２３】
　そして、紫外線重合性化合物の重合速度（硬化速度）が低いと、記録媒体として枚葉紙
、ロール紙に関わらず、オフセットが発生して、高速記録の実現が困難になる場合がある
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。
【００２４】
　そこで、本実施形態に係るインクでは、上記組成により、耐水性に優れた画像が得られ
ると共に、長波長側の波長領域（３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域）の紫外線の
照射によっても、オフセット（記録媒体が重ねられたときに重ねた記録媒体にインクが転
写又は記録媒体を巻き取る部材にインクが転写する現象）の発生を抑制して高速記録が実
現される。
【００２５】
　この理由は定かではないが、長波長側の波長領域（３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波
長領域）の紫外線の照射による紫外線重合性化合物の重合を実現するため紫外線重合開始
剤として３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域に吸収を持つ非水溶性の紫外線重合開
始剤を当該紫外線重合性化合物と共に、連続相となる水相に分散される分散相中に含ませ
ることにより、紫外線重合開始剤が紫外線重合性化合物の周囲に存在し易くなる状態にな
ると考えられる。このため、紫外線の照射による紫外線重合性化合物の硬化速度が高まる
ものと考えられる。
【００２６】
　このため、本実施形態に係るインクでは、耐水性に優れた画像が得られると共に、長波
長側の波長領域（３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域）の紫外線の照射によっても
、オフセットの発生を抑制して高速記録が実現されると考えられる。
【００２７】
　本実施形態に係るインクでは、非水溶性の紫外線重合性化合物と共に非水溶性の紫外線
重合開始剤を、連続相となる水相に分散される分散相中に含ませた状態とするため、これ
ら材料の析出が抑制され、インクの保存安定性も高まり易くなるものと考えられる。これ
に加え、非水溶性の紫外線重合性化合物及び非水溶性の紫外線重合開始剤が水相ではなく
油相に溶解した状態（つまり例えば水相に対して分散剤を介した状態）で存在するため、
これら重合性化合物及び重合開始剤の加水分解速度が抑制されると考えられる。
【００２８】
　本実施形態に係るインクにおいて、水相からなる連続相には、水溶性の光重合性化合物
でもよい。水相からなる連続相に水溶性の光重合性化合物を含むと、強度が高い画像が得
られ易くなる。
【００２９】
　本実施形態に係るインクにおいて、水相からなる連続相中に分散相を形成する分散剤が
ラジカル反応性基を持つ分散剤であることがよい。ラジカル反応性基を持つ分散剤を適用
すると、強度が高い画像が得られ易くなる。
【００３０】
　以下、本実施形態に係るインクについて詳細に説明する。
【００３１】
　本実施形態に係るインクは、水相からなる連続相と、連続相に分散された油相からなる
分散相と、を有している。
　水相（連続相）には、水を含む。水相には、必要に応じて、着色剤、水溶性有機溶媒、
水溶性の光重合性化合物、及びその他の添加剤を含んでもよい。
　油相（分散相）には、非水溶性の紫外線重合性化合物、及び非水溶性の紫外線重合開始
剤を含む。油相には、必要に応じて、水素供与剤（紫外線重合開始助剤）、及びその他の
添加剤を含んでいてもよい。
　そして、本実施形態に係るインクは、油相からなる分散相を形成するための分散剤を含
むことがよい。つまり、本実施形態に係るインクは、分散剤により、油相からなる分散相
が形成されていることがよい。
【００３２】
＝水相（連続相）＝
（水）
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　水としては、特に不純物の混入、又は微生物の発生を防止するという観点から、イオン
交換水、超純水、蒸留水、限外濾過水が好適に挙げられる。
【００３３】
　水の含有量は、例えば、インクに対して１０質量％以上９５質量％以下が好ましく、２
０質量％以上９０質量％以下がより好ましい。
【００３４】
（着色剤）
　着色剤としては、顔料が挙げられる。顔料としては、有機顔料、無機顔料が挙げられる
。
【００３５】
　黒色顔料の具体例としては、Ｒａｖｅｎ７０００，Ｒａｖｅｎ５７５０，Ｒａｖｅｎ５
２５０，Ｒａｖｅｎ５０００　ＵＬＴＲＡＩＩ，Ｒａｖｅｎ　３５００，Ｒａｖｅｎ２０
００，Ｒａｖｅｎ１５００，Ｒａｖｅｎ１２５０，Ｒａｖｅｎ１２００，Ｒａｖｅｎ１１
９０　ＵＬＴＲＡＩＩ，Ｒａｖｅｎ１１７０，Ｒａｖｅｎ１２５５，Ｒａｖｅｎ１０８０
，Ｒａｖｅｎ１０６０（以上コロンビアン・カーボン社製）、Ｒｅｇａｌ４００Ｒ，Ｒｅ
ｇａｌ３３０Ｒ，Ｒｅｇａｌ６６０Ｒ，Ｍｏｇｕｌ　Ｌ，Ｂｌａｃｋ　Ｐｅａｒｌｓ　Ｌ
，Ｍｏｎａｒｃｈ　７００，Ｍｏｎａｒｃｈ　８００，Ｍｏｎａｒｃｈ　８８０，Ｍｏｎ
ａｒｃｈ　９００，Ｍｏｎａｒｃｈ　１０００，Ｍｏｎａｒｃｈ　１１００，Ｍｏｎａｒ
ｃｈ　１３００，Ｍｏｎａｒｃｈ　１４００（以上キャボット社製）、Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌ
ａｃｋ　ＦＷ１，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ２，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ２Ｖ
，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　１８，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ２００，Ｃｏｌｏｒ　
Ｂｌａｃｋ　Ｓ１５０，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　Ｓ１６０，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　
Ｓ１７０，Ｐｒｉｎｔｅｘ３５，Ｐｒｉｎｔｅｘ　Ｕ，Ｐｒｉｎｔｅｘ　Ｖ，Ｐｒｉｎｔ
ｅｘ１４０Ｕ，Ｐｒｉｎｔｅｘ１４０Ｖ，Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ　６，Ｓｐｅｃｉ
ａｌ　Ｂｌａｃｋ　５，Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ　４Ａ，Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃ
ｋ４（以上デグッサ社製）、Ｎｏ．２５，Ｎｏ．３３，Ｎｏ．４０，Ｎｏ．４７，Ｎｏ．
５２，Ｎｏ．９００，Ｎｏ．２３００，ＭＣＦ－８８，ＭＡ６００，ＭＡ７，ＭＡ８，Ｍ
Ａ１００（以上三菱化学社製）等を挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００３６】
　シアン色顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ－１，－２，－３
，－１５，－１５：１，－１５：２，－１５：３，－１５：４，－１６，－２２，－６０
等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
　マゼンタ色顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ－５，－７，－１
２，－４８，－４８：１，－５７，－１１２，－１２２，－１２３，－１４６，－１６８
，－１７７，－１８４，－２０２，　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　－１９等
が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
　イエロー顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ－１，－２，
－３，－１２，－１３，－１４，－１６，－１７，－７３，－７４，－７５，－８３，－
９３，－９５，－９７，－９８，－１１４，－１２８，－１２９，－１３８，－１５１，
－１５４，－１８０等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００３７】
　ここで、着色剤として顔料を使用した場合には、併せて顔料分散剤を用いることが望ま
しい。使用可能な顔料分散剤としては、高分子分散剤、アニオン性界面活性剤、カチオン
性界面活性剤、両性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤等が挙げられる。
【００３８】
　高分子分散剤としては、親水性構造部と疎水性構造部とを有する重合体が好適に用いら
れる。親水性構造部と疎水性構造部とを有する重合体としては、縮合系重合体と付加重合
体とが使用できる。縮合系重合体としては、公知のポリエステル系分散剤が挙げられる。
付加重合体としては、α，β－エチレン性不飽和基を有する単量体の付加重合体が挙げら
れる。親水基を有するα，β－エチレン性不飽和基を有する単量体と疎水基を有するα，
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β－エチレン性不飽和基を有する単量体を組み合わせて共重合することにより目的の高分
子分散剤が得られる。また、親水基を有するα，β－エチレン性不飽和基を有する単量体
の単独重合体も用いることができる。
【００３９】
　親水基を有するα，β－エチレン性不飽和基を有する単量体としては、カルボキシル基
、スルホン酸基、水酸基、りん酸基等を有する単量体、例えば、アクリル酸、メタクリル
酸、クロトン酸、イタコン酸、イタコン酸モノエステル、マレイン酸、マレイン酸モノエ
ステル、フマル酸、フマル酸モノエステル、ビニルスルホン酸、スチレンスルホン酸、ス
ルホン化ビニルナフタレン、ビニルアルコール、アクリルアミド、メタクリロキシエチル
ホスフェート、ビスメタクリロキシエチルホスフェート、メタクリロオキシエチルフェニ
ルアシドホスフェート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジ
メタクリレート等が挙げられる。
【００４０】
　疎水基を有するα，β－エチレン性不飽和基を有する単量体としては、スチレン、α－
メチルスチレン、ビニルトルエン等のスチレン誘導体、ビニルシクロヘキサン、ビニルナ
フタレン、ビニルナフタレン誘導体、アクリル酸アルキルエステル、メタクリル酸アルキ
ルエステル、メタクリル酸フェニルエステル、メタクリル酸シクロアルキルエステル、ク
ロトン酸アルキルエステル、イタコン酸ジアルキルエステル、マレイン酸ジアルキルエス
テル等が挙げられる。
【００４１】
　高分子分散剤として望ましい共重合体の例としては、スチレン－スチレンスルホン酸共
重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－メタクリル酸共重合体、スチレン－
アクリル酸共重合体、ビニルナフタレン－マレイン酸共重合体、ビニルナフタレン－メタ
クリル酸共重合体、ビニルナフタレン－アクリル酸共重合体、アクリル酸アルキルエステ
ル－アクリル酸共重合体、メタクリル酸アルキルエステル－メタクリル酸共重合体、スチ
レン－メタクリル酸アルキルエステル－メタクリル酸共重合体、スチレン－アクリル酸ア
ルキルエステル－アクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸フェニルエステル－メタ
クリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸シクロヘキシルエステル－メタクリル酸共重
合体等が挙げられる。また、これらの重合体に、ポリオキシエチレン基、水酸基を有する
単量体を共重合させてもよい。
【００４２】
　高分子分散剤の重量平均分子量としては、例えば、２０００以上５００００以下がよい
。
【００４３】
　これら高分子分散剤は、単独で用いても、二種類以上を併用しても構わない。高分子分
散剤の含有量は、顔料により大きく異なるため一概には言えないが、顔料に対し、０．１
質量％以上１００質量％以下であることがよい。
【００４４】
　顔料としては、水に自己分散可能な顔料（以下自己分散型顔料と称する）も挙げられる
。
　自己分散型顔料とは、顔料表面に水に対する可溶化基を有し、高分子分散剤が存在しな
くとも水中で分散する顔料のことを指す。自己分散型顔料は、例えば、顔料に対して酸・
塩基処理、カップリング剤処理、ポリマーグラフト処理、プラズマ処理、酸化／還元処理
等の表面改質処理を施すことにより得られる。
【００４５】
　自己分散型顔料としては、上記顔料に対して表面改質処理を施した顔料の他、キャボッ
ト社製のＣａｂ－ｏ－ｊｅｔ－２００、Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－３００、Ｃａｂ－ｏ－ｊｅ
ｔ－４００、ＩＪＸ－１５７、ＩＪＸ－２５３、ＩＪＸ－２６６、ＩＪＸ－２７３、ＩＪ
Ｘ－４４４、ＩＪＸ－５５、Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－２５０Ｃ、Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－２６
０Ｍ，Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－２７０Ｙ，Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－４５０Ｃ，Ｃａｂ－ｏ－ｊ
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ｅｔ－４６５Ｍ，Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－４７０Ｙ，Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－４８０Ｍ，オリ
エント化学社製のＭｉｃｒｏｊｅｔ　Ｂｌａｃｋ　ＣＷ－１、ＣＷ－２等の市販の自己分
散顔料等も挙げられる。
【００４６】
　自己分散型顔料としては、その表面に官能基として少なくともスルホン酸、スルホン酸
塩、カルボン酸、又はカルボン酸塩を有する顔料であることが望ましい。より望ましくは
、表面に官能基として少なくともカルボン酸、又はカルボン酸塩を有する顔料である。
【００４７】
　ここで、顔料としては、樹脂により被覆された顔料等も挙げられる。これは、マイクロ
カプセル顔料と呼ばれ、ＤＩＣ社製、東洋インキ社製などの市販のマイクロカプセル顔料
がある。なお、市販のマイクロカプセル顔料に限られず、目的に応じて作製したマイクロ
カプセル顔料を使用してもよい。
　また、顔料としては、高分子化合物を顔料に物理的に吸着又は化学的に結合させた樹脂
分散型顔料も挙げられる。
　また、顔料としては、黒色とシアン、マゼンタ、イエローの３原色顔料のほか、赤、緑
、青、茶、白等の特定色顔料や、金、銀色等の金属光沢顔料、無色又は淡色の体質顔料、
プラスチックピグメント等も挙げられる。
　また、顔料としては、シリカ、アルミナ、又は、ポリマービード等をコアとして、その
表面に染料又は顔料を固着させた粒子、染料の不溶レーキ化物、着色エマルション、着色
ラテックス等も挙げられる。
【００４８】
　着色剤としては、顔料の他、その他、親水性のアニオン染料、直接染料、カチオン染料
、反応性染料、高分子染料等や油溶性染料等の染料類、染料で着色したワックス粉・樹脂
粉類やエマルション類、蛍光染料や蛍光顔料等も挙げられる。
【００４９】
　着色剤の体積平均粒径は、例えば１０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下であることが挙げられ
る。
　着色剤の体積平均粒径とは、着色剤そのものの粒径、又は着色剤に分散剤等の添加物が
付着している場合には、添加物が付着した粒径をいう。体積平均粒径の測定装置には、マ
イクロトラックＵＰＡ粒度分析計　９３４０　（Ｌｅｅｄｓ＆Ｎｏｒｔｈｒｕｐ社製）に
より行う。その測定は、インク４ｍｌを測定セルに入れて行った。なお、測定時の入力値
として、粘度にはインクの粘度を、分散粒子の密度は着色剤の密度とした。
【００５０】
　着色剤の含有量（濃度）は、例えば、インクに対して０．５質量％以上１５質量％以下
が好ましく、１質量％以上１０質量％以下がより好ましい。
【００５１】
（水溶性有機溶媒）
　水溶性有機溶媒としては、多価アルコール類、多価アルコール類誘導体、含窒素溶媒、
アルコール類、含硫黄溶媒等が挙げられる。水溶性有機溶媒としては、その他、炭酸プロ
ピレン、炭酸エチレン等も挙げられる。なお、水溶性有機溶媒において、水溶性とは、２
５℃の水１００質量部に対する対象物質の溶解量が１質量部以上であることを意味する。
【００５２】
　多価アルコール類としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレン
グリコール、ブチレングリコール、トリエチレングリコール、１，５－ペンタンジオール
、１，２－へキサンジオール、１，２，６－ヘキサントリオール、グリセリン、トリメチ
ロールプロパン、キシリトールなどの糖アルコール類；キシロース、グルコース、ガラク
トースなどの糖類；等が挙げられる。
【００５３】
　多価アルコール類誘導体としては、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレン
グリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレング
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リコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレング
リコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレン
グリコールモノブチルエーテル、ジグリセリンのエチレンオキサイド付加物等が挙げられ
る。
【００５４】
　含窒素溶媒としては、ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、シクロヘキシルピロ
リドン、トリエタノールアミン等が挙げられる。
　アルコール類としてはエタノール、イソプロピルアルコール、ブチルアルコール、ベン
ジルアルコール等が挙げられる。
　含硫黄溶媒としては、チオジエタノール、チオジグリセロール、スルフォラン、ジメチ
ルスルホキシド等が挙げられる。
　水溶性有機溶媒は、１種類で使用しても２種類以上を併用してもよい。
【００５５】
　水溶性有機溶媒の含有量は、水に対して１質量％以上６０質量％以下が好ましく、１質
量％以上４０質量％以下がより好ましい。
【００５６】
（水溶性の紫外線重合性化合物）
　水溶性の紫外線重合性化合物としては、周知の光重合性化合物が挙げられ、具体的には
、アクリロイルモロフォリン（ＡＣＭＯ）、ヒドロキシエチルアクリルアマイド（ＨＥＡ
Ａ）、ダイアセトンアクリルアマイド、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－ビニル－ホル
ムアミド、ビニルナフタレンスルホン酸、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、メト
キシポリエチレングリコールメタクリレート、メトキシポリエチレングリコールアクリレ
ート、無水琥珀酸と２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートとのエステル、オルソ無
水フタル酸と２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートとのエステル等のラジカル重合
性モノマーが挙げられる。
　水溶性の紫外線重合性モノマーとしては、多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステ
ル、多価アルコールから誘導されるグリシジルエーテルの（メタ）アクリル酸エステル等
のラジカル重合性モノマーも挙げられる。
　水溶性の紫外線重合性化合物としては、水溶性の光重合性モノマーが目的とする重合度
で重合したオリゴマーも挙げられる。
【００５７】
　水溶性の紫外線重合性化合物の含有量は、画像の耐水性の低下を抑制する観点から、全
紫外線重合性化合物に対して８０質量％以下が好ましく、画像の強度及び耐水性の観点か
ら全紫外線重合性化合物に対して２０質量％以上７０質量％以下がより好ましく、３０質
量％以上７０質量％以下がさらに好ましい。
【００５８】
（その他添加剤）
　水相に含んでもよいその他添加剤としては、インク吐出性改善剤（ポリエチレンイミン
、ポリアミン類、ポリビニルピロリドン、ポリエチレングリコール、エチルセルロース、
カルボキシメチルセルロース等）、導電率／ｐＨ調整剤（水酸化カリウム、水酸化ナトリ
ウム、水酸化リチウム等のアルカリ金属類の化合物等）、反応性の希釈溶媒、浸透剤、ｐ
Ｈ緩衝剤、酸化防止剤、防カビ剤、粘度調製剤、導電剤、キレート化剤、紫外線吸収剤、
赤外線吸収剤等の周知の添加剤が挙げられる。
【００５９】
＝油相（分散相）＝
（非水溶性の紫外線重合性化合物）
　紫外線重合性化合物としては、非水溶性の紫外線重合性化合物が適用される。なお、紫
外線重合性化合物において、水溶性とは、２５℃の水１００質量部に対する対象物質の溶
解量が５質量部以上（好ましくは１０質量部以上）であることを意味する。一方、非水溶
性とは、２５℃の水１００質量部に対する対象物質の溶解量が５質量部未満であることを
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【００６０】
　非水溶性の紫外線重合化合物は、紫外線によってラジカル重合する重合性基を有する化
合物等が挙げられ、モノマー、オリゴマー、又はこれらを含む混合物であってもよい。こ
の重合性基としては、例えば、エチレン性不飽和二重結合を有する基が挙げられ、具体的
には、例えば、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、ビニルエーテル基、エポ
キシ基、オキセタン基、無水マレイン酸基、Ｎ－置換マレイミド基等が挙げられる。
【００６１】
　非水溶性の紫外線重合性化合物としては、周知の非水溶性の紫外線重合性物質が挙げら
れ、具体的には、非水溶性の紫外線重合性物質としては、アルコール、多価アルコール又
はアミノアルコール類のアクリル酸エステル；アルコール又は多価アルコール類のメタク
リル酸エステル；アクリル脂肪族アミド；アクリル脂環アミド；アクリル芳香族アミド類
等のラジカル重合性モノマーが挙げられる。
　非水溶性の紫外線重合性化合物としては、非水溶性の紫外線重合性モノマーが目的とす
る重合度で重合したオリゴマー；エポキシ骨格、ウレタン骨格、ポリエステル骨格又はポ
リエーテル骨格にアクリロイル基又はメタクリロイル基の付加したアクリレート（エポキ
シアクリレート、ウレタンアクリレート、ポリエステルアクリレート、ポリエーテルアク
リレート、ウレタンメタクリレート、ポリエステルメタクリレート等）のオリゴマー；も
挙げられる。
【００６２】
　非水溶性の紫外線重合性化合物は、１種単独で用いてもよいし、２種以上併用してもよ
い。
【００６３】
　非水溶性の紫外線重合性化合物の含有量（濃度）は、例えば、インクに対して５質量％
以上５０質量％以下が好ましく、１０質量％以上４０質量％以下がより好ましく、１５質
量％以上３０質量％以下がさらに好ましい。
【００６４】
（非水溶性の紫外線重合開始剤）
　紫外線重合開始剤としては、非水溶性の紫外線重合開始剤が適用される。なお、紫外線
重合性開始剤において、水溶性とは、２５℃の水１００質量部に対する対象物質の溶解量
が０．１質量部以上であることを意味する。一方、非水溶性とは、２５℃の水１００質量
部に対する対象物質の溶解量が０．１質量部未満であることを意味する。
【００６５】
　紫外線重合開始剤は、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域に吸収を持つ紫外線重
合開始剤が適用される、つまり、紫外線重合開始剤は、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の
波長領域の紫外線の照射によりラジカルを発生する紫外線重合開始剤が適用される。
【００６６】
　非水溶性の紫外線重合開始剤としては、チオキサントン化合物、アシルホスフィンオキ
サイド化合物が挙げられる。
【００６７】
　チオキサントン化合物としては、例えば、下記一般式（ＴＫ）で示されるチオキサント
ン化合物が挙げられる。
【００６８】
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【化１】

【００６９】
　一般式（ＴＫ）中、Ｒｔ１及びＲｔ２は、各々独立に、ハロゲン原子、置換若しくは無
置換のアルキル基、置換若しくは無置換のアルキルエーテル基、又はこれら基とエステル
基が結合した基を示す。ｍｔ及びｎｔは、各々独立に、０、又は１以上３以下の整数を示
す。
　なお、ｍｔが各々２以上の整数を示す場合、複数のＲｔ１は互いに同じ基を示してよい
し、異なる基を示してよい。同様に、ｎｔが各々２以上の整数を示す場合、複数のＲｔ２

は互いに同じ基を示してよいし、異なる基を示してよい。
【００７０】
　一般式（ＴＫ）中、Ｒｔ１及びＲｔ２が示すハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素
原子、臭素原子が挙げられる。
　Ｒｔ１及びＲｔ２が示すアルキル基としては、直鎖状又は分岐状のいずれであってもよ
く、炭素数１以上１０以下（好ましくは１以上５以下、より好ましくは１以上３以下）の
アルキル基が挙げられる。直鎖状のアルキル基としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロ
ピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル
基等が挙げられる。分岐状のアルキル基としては、イソプロピル基、イソブチル基、ｓｅ
ｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、イソヘキシル基、２－エチルヘキシル基等が挙げら
れる。
　Ｒｔ１及びＲｔ２が示すアルキルエーテル基としては、直鎖状又は分岐状のいずれであ
ってもよく、炭素数１以上１０以下（好ましくは１以上５以下、より好ましくは１以上３
以下）のアルコキシ基が挙げられる。直鎖状のアルコキシ基としては、メトキシ基、エト
キシ基、ｎ－プロポキシ基、ｎ－ブトキシ基等が挙げられる。分岐状のアルコキシ基とし
ては、イソプロポキシ基、イソブトキシ基、ｓｅｃ－ブトキシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基
、２－エチルヘキシルオキシ基等が挙げられる。
　Ｒｔ１及びＲｔ２が示すアルキル基、又はアルキルエーテル基に置換し得る置換基とし
ては、水酸基、アミノ基、アルコキシ基、アミド基、カルボニル基、ハロゲン原子等が挙
げられる。
【００７１】
　一般式（ＴＫ）で示されるチオキサントン化合物としては、Ｒｔ１がアルキル基を示し
、ｍｔが０、又は１以上２以下の整数を示し、ｎｔが０を示す化合物が好適である。
【００７２】
　チオキサントン化合物の具体例としては、例えば、イソプロピルチオキサントン、ジエ
チルチオキサントン、クロロチオキサントン、ジメチルチオキサントン、メチルエチルキ
サントン、メチルイソプロピルキサントン等が挙げられる。
【００７３】
　アシルホスフィンオキサイド化合物としては、例えば、下記一般式（ＡＰ）で示される
アシルホスフィンオキサイド化合物が挙げられる。
【００７４】
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【化２】

【００７５】
　一般式（ＡＰ）中、Ｒａｐ１、Ｒａｐ３、及びＲａｐ３は、各々独立に、置換若しくは
無置換のアルコキシ基、置換若しくは無置換のフェニル基、置換若しくは無置換のベンゾ
イル基、又はこれら基とエステル基とが結合した基を示す。
【００７６】
　一般式（ＡＰ）中、Ｒａｐ１、Ｒａｐ３、及びＲａｐ３が示すアルコキシ基は、アルキ
ル部位が直鎖状又は分岐状のいずれであってもよく、アルキル部位の炭素数が１以上１０
以下（好ましくは１以上８以下、より好ましくは１以上５以下）のアルコキシ基が挙げら
れる。直鎖状のアルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、ｎ
－ブトキシ基、ｎ－ペンチルオキシ基、ｎ－オクチルオキシ基等が挙げられる。分岐状の
アルコキシ基としては、イソプロポキシ基、イソブトキシ基、ｓｅｃ－ブトキシ基、ｔｅ
ｒｔ－ブトキシ基等が挙げられる。
　Ｒａｐ１、Ｒａｐ３、及びＲａｐ３が示すアルコキシ基に置換し得る置換基としては、
ハロゲン原子、水酸基、アミノ基、アルコキシ基、アミド基、カルボニル基等が挙げられ
る。
　Ｒａｐ１、Ｒａｐ３、及びＲａｐ３が示すフェニル基に置換し得る置換基としては、ハ
ロゲン原子、アルキル基、水酸基、アミノ基、アルコキシ基、アミド基、カルボニル基等
が挙げられる。
　Ｒａｐ１、Ｒａｐ３、及びＲａｐ３が示すベンゾイル基に置換し得る置換基としては、
ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基、水酸基、アミノ基、アルコキシ基、アミド基
、カルボニル基等が挙げられる。
【００７７】
　アシルホスフィンオキサイド化合物の具体例としては、ビス（２，４，６－トリメチル
ベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）
－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベン
ゾイルフェニルエトキシホスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフ
ェニルホスフィンオキサイド、エチルフェニル（２，４，６－トリメチルベンゾイルフォ
スフィネート等が挙げられる。
【００７８】
　ここで、非水溶性の紫外線重合開始剤は、必要に応じて、他の紫外線重合開始剤を併用
してもよい。但し、他の紫外線重合開始剤は、紫外線重合開始剤全体の２０質量％以下で
併用することがよい。
【００７９】
　他の紫外線重合開始剤としては、ベンゾイン化合物（ベンゾインエチルエーテル、ベン
ゾインイソプロピルエーテル等）、ベンゾフェノン、アントラキノン化合物（エチルアン
トラキノン等）等の周知の非水溶性の紫外線重合開始剤が挙げられる。
【００８０】
　非水溶性の紫外線重合開始剤は、１種類で使用しても２種類以上を併用してもよい。
【００８１】
　非水溶性の紫外線重合開始剤の含有量は、例えば、インクに対して０．１質量％以上２
０質量％以下が好ましく、０．１質量％以上１０質量％以下がより好ましく、１質量％以
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上１０質量％以下がさらに好ましい。
【００８２】
（水素供与剤（紫外線重合開始助剤））
　水素供与剤（紫外線重合開始助剤）は、非水溶性の水素供与剤が適用される。なお、水
素供与剤において、水溶性とは、２５℃の水１００質量部に対する対象物質の溶解量が０
．０１質量部以上であることを意味する。一方、非水溶性とは、２５℃の水１００質量部
に対する対象物質の溶解量が０．０１質量部未満であることを意味する。
【００８３】
　非水溶性の水素供与剤としては、非水溶性の３級アミン化合物等が挙げられる。非水溶
性の３級アミン化合物としては、芳香族基を含むアミンが挙げられ、具体的には、安息香
酸骨格を含むアミン化合物（例えば下記一般式（ＡＭ）で示される３級アミン化合物）が
挙げられる。
【００８４】
【化３】

【００８５】
　一般式（ＡＭ）中、Ｒａ１及びＲａ２は、各々独立に、置換若しくは無置換のアルキル
基、又は置換若しくは無置換のアルキル基とエステル基とが結合した基を示す。Ｒａ１と
Ｒａ２が連結し、無置換若しくは置換された脂環式構造又はヘテロ原子を含む多員環構造
をとっていてもよい。Ｒａ３は、置換若しくは無置換のアルキル基、又は置換若しくは無
置換のアルキル基とエステル基とが結合した基を示す。
【００８６】
　一般式（ＡＭ）中、Ｒａ１及びＲａ２が示すアルキル基としては、直鎖状又は分岐状の
いずれであってもよく、炭素数１以上１０以下（好ましくは１以上７以下、より好ましく
は１以上４以下）のアルキル基が挙げられる。直鎖状のアルキル基としては、メチル基、
エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オク
チル基、ｎ－ノニル基等が挙げられる。分岐状のアルキル基としては、イソプロピル基、
イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、イソヘキシル基、２－エチルヘ
キシル基等が挙げられる。
　Ｒａ１とＲａ２が連結した脂環構造又はヘテロ原子を含む多員環構造としては、一般式
（ＡＭ）に記載されているＮ原子も含んだ形で、ピペリジニル基、ピペラジニル基、モル
ホリノ基等が挙げられる。
　Ｒａ１及びＲａ２が示すアルキル基、又は多員環構造に置換し得る置換基としては、水
酸基、アミノ基、アルコキシ基、アミド基、カルボニル基、ハロゲン原子等が挙げられる
。
【００８７】
　一般式（ＡＭ）中、Ｒａ３が示すアルキル基としては、直鎖状又は分岐状のいずれであ
ってもよく、炭素数１以上１０以下（好ましくは１以上８以下、より好ましくは１以上５
以下）のアルキル基が挙げられる。直鎖状のアルキル基としては、メチル基、エチル基、
ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、ｎ
－ノニル基等が挙げられる。分岐状のアルキル基としては、イソプロピル基、イソブチル
基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、イソヘキシル基、２－エチルヘキシル基等
が挙げられる。
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　Ｒａ３が示すアルキル基に置換し得る置換基としては、水酸基、アミノ基、アルコキシ
基、アミド基、カルボニル基、ハロゲン原子等が挙げられる。
【００８８】
　一般式（ＡＭ）で示される３級アミン化合物の具体例としては、２－ジメチルアミノ安
息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソア
ミル、４－ジメチルアミノ安息香酸メチル、４－ジメチルアミノ安息香酸３－メチルブチ
ル、４－ジメチルアミノ安息香酸２－エチルヘキシル、ｐ－ピペリジニル安息香酸メチル
、ｐ－ピペリジニル安息香酸エチル、ｐ－ピペラジニル安息香酸メチル、ｐ－ピペラジニ
ル安息香酸エチル、ｐ－モルホリノ安息香酸メチル、ｐ－モルホリノ安息香酸エチル、　
４－ジエチルアミノ安息香酸メチル　、４－ジエチルアミノ安息香酸３－メチルブチル、
　２－ジエチルアミノ安息香酸エチル、４－ジエチルアミノ安息香酸エチル、４－ジエチ
ルアミノ安息香酸イソアミル等が挙げられる。
【００８９】
　非水溶性の３級アミン化合物としては、一般式（ＡＭ）で示される３級アミン化合物以
外に、トリプロピルアミン、トリブチルアミン、ジメチルフェニルピペラジン、１－（２
－エトキシフェニルピペラジン、1-（2,6-ジメトキシフェニル）ピペラジン等も挙げられ
る。
【００９０】
　非水溶性の水素供与剤（紫外線重合開始助剤）としては、非水溶性の３級アミン化合物
以外に、脂肪族アミン、芳香族基を含むアミン（ピペリジン）、トリエタノールアミン等
のアミン含有化合物；アリル尿素、ｏ－トリルチオ尿素等の尿素含有化合物；ナトリウム
ジエチルジチオホスフェート、芳香族スルフィン酸の可溶性塩等のイオウ含有化合物；Ｎ
、Ｎ、ジ置換ｐアミノベンゾニトリル等のニトリル含有化合物；トリｎブチルホスフィン
、ネトリウムジエチルジチオホスフィード等のリン含有化合物；ミヒラーケトン、Ｎニト
リソヒドロキシルアミン誘導体、オキサゾリジン化合物、テトラヒドロ－１，３－オキサ
ジン化合物、アルデヒド（ホルムアルデヒドまたはアセトアルデヒド）及びジアミンの縮
合物等の窒素含有化合物；エポキシ樹脂とアミンの反応生成物の高分子化アミン；トリエ
タノールアミントリアクリレート等も挙げられる。
【００９１】
　非水溶性の水素供与剤は、１種類で使用しても２種類以上を併用してもよい。
【００９２】
　非水溶性の水素供与剤の含有量は、例えば、インクに対して０．０１質量％以上２０質
量％以下が好ましく、０．０１質量％以上１０質量％以下がより好ましく、０．１質量％
以上１０質量％以下がさらに好ましい。
【００９３】
（その他添加剤）
　油相に含んでもよいその他添加剤としては、増感剤、連鎖移動剤の周知の添加剤が挙げ
られる。
【００９４】
＝分散剤＝
　水相からなる連続相中に油相からなる分散相を形成するための分散剤としては、周知の
分散剤が挙げられる。
　具体的には、分散剤としては、各種の界面活性剤（アニオン性界面活性剤、ノニオン性
界面活性剤等）、顔料分散剤として説明した高分子分散剤が挙げられる。分散剤としては
、その他、ラジカル反応性基を持つ分散剤（以下「反応性分散剤」と称する）も挙げられ
る。
　なお、分散剤としては、立体的効果（具体的には油相の周囲の層厚の増加）を考慮する
と、高分子分散剤が好ましい。
【００９５】
　アニオン性界面活性剤としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルフェニルス
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ルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、高級脂肪酸塩、高級脂肪酸エステルの硫
酸エステル塩、高級脂肪酸エステルのスルホン酸塩、高級アルコールエーテルの硫酸エス
テル塩及びスルホン酸塩、高級アルキルスルホコハク酸塩、ポリオキシエチレンアルキル
エーテルカルボン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸塩、アルキルリン酸塩
、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸塩等が挙げられる。
　これらの中でも、アニオン性界面活性剤としては、ドデシルベンゼンスルホン酸塩、イ
ソプロピルナフタレンスルホン酸塩、モノブチルフェニルフェノールモノスルホン酸塩、
モノブチルビフェニルスルホン酸塩、モノブチルビフェニルスルホン酸塩、ジブチルフェ
ニルフェノールジスルホン酸塩等がよい。
【００９６】
　ノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエ
チレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪
酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビ
トール脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレングリセリン脂肪
酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンアルキルアミン、ポリオキシエチレン脂肪酸アミド、アルキルアルカノールアミド、ポ
リエチレングリコールポリプロピレングリコールブロックコポリマー、アセチレングリコ
ール、アセチレングリコールのポリオキシエチレン付加物等が挙げられる。
　これらの中でも、ノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンノニルフェニル
エーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンドデシル
フェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エ
ステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、脂
肪酸アルキロールアミド、ポリエチレングリコールポリプロピレングリコールブロックコ
ポリマー、アセチレングリコール、アセチレングリコールのポリオキシエチレン付加物が
よい。
【００９７】
　ノニオン性界面活性剤としては、その他、ポリシロキサンオキシエチレン付加物等のシ
リコーン界面活性剤；パーフルオロアルキルカルボン酸塩、パーフルオロアルキルスルホ
ン酸塩、オキシエチレンパーフルオロアルキルエーテル等のフッ素界面活性剤；スピクリ
スポール酸やラムノリピド、リゾレシチン等のバイオサーファクタント；等も挙げられる
。
【００９８】
　ノニオン性界面活性剤の親水性／疎水性バランス（ＨＬＢ）は、溶解性等を考慮すると
例えば１０以上１８以下の範囲（好ましくは１２以上１８以下の範囲）がよい。
　ここで、ＨＬＢ（親水基／疎水基バランス「Ｈｙｄｒｏｐｈｉｌｅ－　Ｌｉｐｏｐｈｉ
ｌｅ　Ｂａｒａｎｃｅ」）は、以下の式（グリフィン法）により定義されるものである。
・ＨＬＢ＝２０×（親水部の式量の総和／分子量）
【００９９】
　反応性分散剤としては、紫外線によってラジカル重合するラジカル反応性基［エチレン
性不飽和二重結合を有する基（アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、ビニルエ
ーテル基、エポキシ基、オキセタン基、無水マレイン酸基、Ｎ－置換マレイミド基等）］
を有する分散剤が挙げられる。
　具体的には、反応性分散剤としては、スチレン－（メタ）アクリル酸－（メタ）アクリ
ル酸エステルのエステル末端基にビニルエーテルを有する化合物、シリコーン鎖とオキシ
エチレン基を含有する（メタ）アクリレート（例えば、「ＴＥＧＯ２２００Ｎ（テグサ社
製）」：３個のアクリロイル基を持つポリエチレンオキサイド／ポリプロピレンオキサイ
ドからなるポリオキシアルキレンにより変性されたシリコーン系界面活性剤：ＨＬＢ＝１
０）等の周知の反応性分散剤が挙げられる。
【０１００】
　分散剤は、１種類で使用しても２種類以上を併用してもよい。
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【０１０１】
　分散剤の含有量は、インクに対して０．１質量％以上１０質量％以下が好ましく、０．
１質量％以上５質量％以下がより好ましく、０．２質量％以上３質量％以下がさらに好ま
しい。
【０１０２】
（インクの物性）
　本実施形態に係るインクの表面張力は、例えば２０ｍＮ／ｍ以上４５ｍＮ／ｍ以下の範
囲が挙げられる。
　ここで、表面張力としては、ウイルヘルミー型表面張力計（協和界面科学株式会社製）
を用い、２３℃、５５％ＲＨの環境において測定した値を採用した。
【０１０３】
　本実施形態に係るインクの粘度は、例えば１．５ｍＰａ・ｓ以上３０ｍＰａ・ｓ以下の
範囲が挙げられる。ここで、粘度としては、レオマット１１５（Ｃｏｎｔｒａｖｅｓ製）
を測定装置として用いて、測定温度は２３℃、せん断速度は１４００ｓ－１の条件で測定
した値を採用した。
【０１０４】
［記録装置／記録方法］
　本実施形態に係る記録装置は、本実施形態に係るインク（紫外線硬化型水性インク）を
吐出する吐出装置と、吐出されたインクに対して、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長
領域の紫外線を照射する紫外線照射装置と、を備える。
【０１０５】
　本実施形態に係る記録装置では、本実施形態に係るインク（紫外線硬化型水性インク）
を吐出する工程と、吐出されたインクに対して、３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領
域の紫外線を照射する工程と、を有する記録方法が実施される。
【０１０６】
　本実施形態に係る記録装置には、本実施形態に係るインク（紫外線硬化型水性インク）
を収容し、当該記録装置に着脱されるようカートリッジ化されたインクカートリッジを備
えていてもよい。
【０１０７】
　以下、本実施形態に係る記録装置について図面を参照しつつ説明する。
　図１は、本実施形態に係るインクジェット記録装置を示す概略構成図である。図２は、
本実施形態に係るインクジェット記録装置における記録ヘッド周辺を示す部分平面図であ
る。
【０１０８】
　本実施形態に係るインクジェット記録装置１２は、例えば、図１～２に示すように、筐
体１４内の下部に、給紙容器１６が備えられており、給紙容器１６内に積層された用紙Ｐ
（記録媒体の一例）を取り出しロール１８で１枚ずつ取り出す機構を有している。取り出
された用紙Ｐは、搬入経路２２を構成する複数の搬入ローラ対２０で搬送される。
【０１０９】
　給紙容器１６の上方には、駆動ロール２４及び従動ロール２６に張力を付与されつつ支
持された無端状の搬送ベルト２８が配置されている。搬送ベルト２８の上方には記録ヘッ
ド３０（吐出装置の一例）が配置されており、搬送ベルト２８における平坦部分に対向し
ている。この記録ヘッド３０が搬送ベルト２８の平坦部分に対向した領域が、記録ヘッド
３０から用紙Ｐにインクの液滴が吐出される吐出領域となっている。搬入ローラ対２０を
搬送された用紙Ｐは、搬送ベルト２８で保持されてこの吐出領域に至り、記録ヘッド３０
に対向した状態となり、記録ヘッド３０から画像情報に応じて吐出されたインクの液滴が
用紙Ｐの表面に付着する。
【０１１０】
　ここで、各色の記録ヘッド３０は、それぞれ、インクジェット記録装置１２に着脱され
る各色のインクカートリッジ３０Ａと供給管（不図示）を通じて連結され、インクカート
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リッジ３０Ａにより、各色のインクがそれぞれ記録ヘッド３０へ供給される。
【０１１１】
　記録ヘッド３０は、例えば、図２に示すように、有効な記録領域（インクを吐出するノ
ズルの配置領域）が用紙Ｐの幅（用紙Ｐの搬送方向と交差（例えば直交）する方向の長さ
）以上とされた長尺状の記録ヘッドである。
　なお、記録ヘッド３０は、これに限られず、用紙Ｐの幅よりも短尺状の記録ヘッドであ
って、用紙Ｐの幅方向に移動してインクを吐出する方式（所謂キャリッジ方式）の記録ヘ
ッドであってもよい。
【０１１２】
　記録ヘッド３０は、インクの液滴を熱により吐出する、所謂サーマル方式であってもよ
いし、インクの液滴を圧力により吐出する、所謂圧電方式等、公知のものが適用される。
【０１１３】
　記録ヘッド３０としては、例えば、イエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、
及びブラック（Ｋ）の４色それぞれに対応した４つの記録ヘッドが搬送方向に沿ってアレ
イ状に配置されている。無論、記録ヘッド３０は、上記４色のそれぞれに対応した４つの
記録ヘッド３０を配置する形態に限られず、目的に応じて、ブラック（Ｋ）に対応した一
つの記録ヘッド３０を配置した形態であってよいし、他の中間色を加えた４色以上のそれ
ぞれに対応した４つ以上の記録ヘッド３０を配置した形態であってもよい。
【０１１４】
　記録ヘッド３０の上流側（用紙Ｐの搬送方向上流側）には、帯電ロール３２が配置され
ている。帯電ロール３２は、従動ロール２６との間で搬送ベルト２８及び用紙Ｐを挟みつ
つ従動し、接地された従動ロール２６との間に電位差を生じさせ、用紙Ｐに電荷を与えて
搬送ベルト２８に静電吸着させる。
【０１１５】
　記録ヘッド３０の下流側（用紙Ｐの搬送方向下流側）には、搬送ベルト２８の上方に、
紫外線照射装置５０が配置されている。
【０１１６】
　紫外線照射装置５０は、搬送ベルト２８の上の用紙Ｐに付着したインクに対して、紫外
線を照射する。
【０１１７】
　紫外線照射装置５０は、例えば、図２に示すように、有効な紫外線照射領域（紫外線す
る光源の配置領域）が記録ヘッド３０による記録可能領域の幅（用紙Ｐの搬送方向と交差
（例えば直交）する方向）以上とされた長尺状の紫外線照射装置である。
　なお、紫外線照射装置５０は、これに限られず、記録ヘッド３０による記録可能領域の
幅よりも短尺状の紫外線照射装置であって、記録ヘッド３０による記録領域の幅方向に移
動して紫外線を照射する方式（所謂キャリッジ方式）の紫外線照射装置であってもよい。
【０１１８】
　紫外線照射装置５０の光源としては、エネルギー効率の良い可視域に近い長波長側の波
長領域（３７５ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の波長領域）の紫外線を照射する光源が適用され
る。具体的には、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザ（ＬＤ、ＶＣＳＥＬ）、レー
ザ波長変換光源等が挙げられる。
　これらの中でも、紫外線照射装置５０の光源としては、紫外線発光ダイオード（Ultrav
iolet Light Emitting Diode；「ＵＶ－ＬＥＤ」）がよい。
【０１１９】
　紫外線照射装置５０の下流側（用紙Ｐの搬送方向下流側）には、剥離板３４が配置され
ており、用紙Ｐを搬送ベルト２８から剥離させる。剥離された用紙Ｐは、剥離板３４の下
流側（用紙Ｐの搬送方向下流側）で排出経路３６を構成する複数の排出ローラ対３８で搬
送され、筐体１４の上部に設けられた排紙容器４０に排出される。
【０１２０】
　次に、本実施形態に係る記録装置１２の動作について説明する。
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　本実施形態に係る記録装置１２では、用紙Ｐは、給紙容器１６から取り出しロール１８
で１枚ずつ取り出され、搬入経路２２を経由して搬送ベルト２８へ搬送される。
　次に、用紙Ｐは、帯電ロール３２により搬送ベルト２８に静電吸着され、搬送ベルト２
８の回転により記録ヘッド３０の下方へ搬送される。
　次に、用紙Ｐは、記録ヘッド３０により、インクが吐出され、目的とする画像が記録さ
れる。
【０１２１】
　次に、用紙Ｐに付着したインクに対して、紫外線照射装置５０により紫外線が照射され
、インク中の紫外線重合性化合物の硬化反応（重合反応）が進行し、インク（インクによ
る画像）が硬化して用紙Ｐに固定化する。
【０１２２】
　ここで、紫外線照射装置５０の紫外線照射条件としては、インク中に含まれる紫外線重
合性化合物の種類等により変わるが、例えば、用紙Ｐ上に吐出されたインク中の紫外線重
合性化合物の硬化反応（重合反応）が進行して硬化する条件であることがよい。
　具体的には、紫外線照射条件としては、例えば、波長領域（中心波長）が３７５ｎｍ以
上４５０ｎｍ以下、照射強度が１０ｍＷ／ｃｍ２以上５０００ｍＷ／ｃｍ２以下（望まし
くは５０ｍＷ／ｃｍ２以上５００ｍＷ／ｃｍ２以下）、照射時間が０．１ミリ秒以上１０
秒以下（望ましくは１０ミリ秒以上１００ミリ秒以下）であることがよい。
【０１２３】
　次に、インク（インクによる画像）が固定化（形成）された用紙Ｐは、排出経路３６を
経由し、排紙容器４０に排出される。
【０１２４】
　このようにして、本実施形態に係る記録装置１２では、インク（インクによる画像）が
固定化（形成）された用紙Ｐが得られる。
【０１２５】
　なお、本実施形態に係る記録装置１２では、記録ヘッド３０によってインクの液滴を用
紙Ｐの表面に直接吐出する方式について説明したが、これに限られず、例えば中間転写体
にインクの液滴を吐出した後に、中間転写体上のインクの液滴を用紙Ｐに転写する方式で
あってもよい。
【０１２６】
　また、本実施形態に係る記録装置１２では、用紙Ｐとして枚葉紙にインク（インクによ
る画像）を固定化（形成）する方式について説明したが、連帳機を用いて、用紙Ｐとして
ロール紙にインク（インクによる画像）を固定化（形成）する方式であってもよい。
【０１２７】
　また、本実施形態は、限定的に解釈されるものではなく、本発明の要件を満足する範囲
内で実現可能であることは、言うまでもない。
【実施例】
【０１２８】
　以下、実施例を挙げてさらに具体的に説明する。ただし、これら各実施例により特に制
限されるものではない。
【０１２９】
［実施例１］
・グリセリンプロポキシトリアクリレート：　４０質量部
（非水溶性の紫外線重合性化合物：ダイセルサイテック社製）
・シアン顔料水性分散液：　３０質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量％）
・グリセリン：　５質量部
・ポリオキシエチレンソルビタンモノステアレート：　４質量部
（分散剤：花王社製）
・Ｋａｙａｃｕｒｅ　ＤＥＴＸ－Ｓ：　１．５質量部
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（非水溶性の紫外線重合開始剤：チオキサントン化合物：２，４－ジエチルチオキサント
ン：日本化薬社製）
・Ｋａｙａｃｕｒｅ　ＥＰＡ：　１質量部
（非水溶性の３級アミン化合物：４－ジメチルアミノ安息香酸エチル：日本化薬社製）
・純水：　２０質量部
【０１３０】
　上記組成のうち、グリセリンプロポキシトリアクリレートとＫａｙａｃｕｒｅ　ＤＥＴ
Ｘ－Ｓ及びＫａｙａｃｕｒｅ　ＥＰＡとを混合して、混合液を得た後、ポリオキシエチレ
ンソルビタンモノステアレートを溶解した水溶液中に、上記混合液を投入し、超音波ホモ
ジナイザー照射により、分散液を得た。
　得られた分散液に、その他の材料を加え、混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を
行い、シアン色の紫外線硬化型水性インクを得た。
　なお、Ｋａｙａｃｕｒｅ　ＤＥＴＸ－Ｓ（２，４－ジエチルチオキサントン：紫外線重
合開始剤）は、３８５ｎｍに吸収ピークを有する。
【０１３１】
［実施例２］
・ペンタエリスリトールエトキシテトラアクリレート　：２５質量部
（非水溶性の紫外線重合開始剤：新中村化学工業社製）
・マゼンタ顔料水性分散液：　２０質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量部）
・ジエチレングリコール：　５質量部
・アクリル酸ブチル－アクリル酸Ｎａ共重合体（分散剤）：　３質量部
・２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルリン酸エチル：　１．５質量部
（非水溶性の紫外線重合開始剤：アシルホスフィンオキサイド化合物：２，４，６－トリ
メチルベンゾイルフェニルエトキシホスフィンオキサイド：　コンストウルーケミカル社
製）
・純水：４０質量部
【０１３２】
　上記組成のうち、ペンタエリスリトールエトキシテトラアクリレートと２，４，６－ト
リメチルベンゾイルフェニルリン酸エチルを混合して、混合液を得た後、アクリル酸ブチ
ル－アクリル酸Ｎａ共重合体を溶解した水溶液中に、上記混合液を投入し、超音波ホモジ
ナイザー照射により、分散液を得た。
　得られた分散液に、その他の材料を加え、混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を
行い、マゼンタ色の紫外線硬化型水性インクを得た。
　なお、２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルリン酸エチル（紫外線重合開始剤）
は３７５ｎｍ近傍に吸収ピークを有する。
【０１３３】
［実施例３］
・ペンタエリスリトールテトラアクリレート：　２５質量部
（非水溶性の紫外線重合性化合物：新中村化学工業社製）
・ポリエチレングリコール＃４００ジアクリレート：　１５質量部
（水溶性の紫外線重合性化合物：共栄社化学社製）
・イエロー顔料水性分散液：　２０質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量％）
・グリセリン：　５質量部
・ポリオキシエチレンステアリルエーテル（分散剤）：　４質量部
・２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルリン酸エチル：　１．５質量部
（非水溶性の紫外線重合開始剤：アシルホスフィンオキサイド化合物：２，４，６－トリ
メチルベンゾイルフェニルエトキシホスフィンオキサイド：コンストウルーケミカル社製
）
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・純水：　４０質量部
【０１３４】
　上記組成のうち、ペンタエリスリトールエトキシテトラアクリレートと２，４，６－ト
リメチルベンゾイルフェニルリン酸エチルを混合して、混合液を得た後、ポリオキシエチ
レンステアリルエーテルを溶解した水溶液中に、上記混合液を投入し、超音波ホモジナイ
ザー照射により、分散液を得た。
　得られた分散液に、その他の材料を加え、混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を
行い、イエロー色の紫外線硬化型水性インクを得た。
　なお、２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルリン酸エチル（紫外線重合開始剤）
は３７５ｎｍ近傍に吸収を有する。
【０１３５】
［実施例４］
・イソシアヌル環を有するウレタンアクリレート：　３０質量部
（非水溶性の紫外線重合性化合物：「アロニックスＭ－３１３（東亜合成社製）」）
・ブラック顔料水性分散液：　２０質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量％）
・トリエチレングリコール：　５質量部
・２－エチルヘキシルオキシアクリレート－アクリル酸Ｎａ共重合体：　３質量部
（エステルの末端にアクリレート基を付与した反応性分散剤）
・Ｋａｙａｃｕｒｅ　ＤＥＴＸ－Ｓ：　１．０質量部
（非水溶性の紫外線重合開始剤：チオキサントン化合物：２，４－ジエチルチオキサント
ン：日本化薬社製）
・Ｋａｙａｃｕｒｅ　ＥＰＡ：　０．６質量部
（非水溶性の３級アミン化合物：４－ジメチルアミノ安息香酸エチル：日本化薬社製）
・純水：　４０質量部
【０１３６】
　上記組成のうち、イソシアヌル環を有するウレタンアクリレートとＫａｙａｃｕｒｅ　
ＤＥＴＸ－Ｓ及びＫａｙａｃｕｒｅ　ＥＰＡとを混合して、混合液を得た後、２－エチル
ヘキシルオキシアクリレート－アクリル酸Ｎａ共重合体を溶解した水溶液中に、上記混合
液を投入し、超音波ホモジナイザー照射により、分散液を得た。
　得られた分散液に、その他の材料を加え、混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を
行い、ブラック色の紫外線硬化型水性インクを得た。
　なお、Ｋａｙａｃｕｒｅ　ＤＥＴＸ－Ｓは３８５ｎｍ近傍に吸収ピークを有する。
【０１３７】
［実施例５］
・ペンタエリスリトールテトラアクリレート：　３０質量部
（非水溶性の紫外線重合性化合物：新中村化学工業社製）
・シアン顔料水性分散液：　２０質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量％）
・グリセリン：　７質量部
・ＴＥＧＯ２２００Ｎ：　４質量部
（シリコーン含有ポリオキシエチレンアクリレート：反応性分散剤：テグサ社製）
・ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド：　２．
０質量部
（非水溶性の紫外線重合開始剤：アシルホスフィンオキサイド化合物：ＢＡＳＦ社製）
・純水：　３０質量部
　上記組成のうち、ペンタエリスリトールテトラアクリレートとビス（２，４，６－トリ
メチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイドを混合して、混合液を得た後、ＴＥ
ＧＯ２２００Ｎを溶解した水溶液中に、上記混合液を投入し、超音波ホモジナイザー照射
により、分散液を得た。
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　得られた分散液に、その他の材料を加え、混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を
行い、シアン色の紫外線硬化型水性インクを得た。
　なお、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド（
紫外線重合開始剤）は３７０ｎｍ近傍に吸収を有する。
【０１３８】
［実施例６］
・トリメチロールプロパンエトキシトリアクリレート：　２５質量部
（非水溶性の紫外線重合性化合物：新中村化学工業社製）
・ポリエチレングリコール＃６００ジアクリレート：　１５質量部
（水溶性の紫外線重合性化合物：共栄社化学社製）
・ブラック顔料水性分散液：　２０質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量％）
・グリセリン：　４質量部
・ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエート：　４質量部
（分散剤：花王社製）
・ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド：　１．
５質量部
（非水溶性の紫外線重合開始剤：アシルホスフィンオキサイド化合物：ＢＡＳＦ社製）
・水溶性アシルホスフィンオキシド：　１．５質量部
（水溶性の紫外線重合開始剤：アシルフォスフィンオキシド構造中の芳香環にカルボン酸
で置換されたアルキル基を導入したもの　
・純水：　３０質量部
　上記組成のうち、トリメチロールプロパンエトキシトリアクリレートとビス（２，４，
６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイドを混合して、混合液を得た
後、ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエートを溶解した水溶液中に、上記混合液を
投入し、超音波ホモジナイザー照射により、分散液を得た。
　得られた分散液に、その他の材料を加え、混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を
行い、シアン色の紫外線硬化型水性インクを得た。
　なお、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド（
紫外線重合開始剤）は３７０ｎｍ近傍に吸収を有する。
水溶性アシルホスフィンオキシド（紫外線重合開始剤）は３７５ｎｍ近傍に吸収ピークを
有する。
【０１３９】
［比較例１］
・ウレタンアクリレートオリゴマー水性エマルション：　５０質量部
（非水溶性の紫外線重合性化合物成分４０質量％：荒川化学工業社製）
・シアン顔料水性分散液：　２５質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量％）
・グリセリン：　１０質量部
・トリエチレングリコールモノブチルエーテル：　４質量部
・サーフィノール　４６５（日信化学社製）：　１質量部
・ＩＲＧＡＣＵＲＥ　２９５９：　２質量部
（水溶性の紫外線重合開始剤：ＢＡＳＦ社製）
・純水：　１０質量部
【０１４０】
　上記組成の材料を混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を行い、シアン色の紫外線
硬化型水性インクを得た。
　なお、ＩＲＧＡＣＵＲＥ　２９５９（紫外線重合開始剤）は、水溶性で、３２０ｎｍ近
傍に吸収ピークを有する。
【０１４１】
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［比較例２］
・ポリエチレングリコール＃６００ジアクリレート：　３５質量部
（水溶性の紫外線重合性化合物：共栄社化学社製）
・マゼンタ顔料水性分散液：　２０質量部
（ＣＡＢＯＴ社製：顔料濃度１０質量％）
・グリセリン：　１０質量部
・水溶性アシルホスフィンオキシド：　１．５質量部
（水溶性の紫外線重合開始剤：アシルフォスフィンオキシド構造中の芳香環にカルボン酸
で置換されたアルキル基を導入したもの）
・純水：　　１０質量部　
　上記組成の材料を混合したのち、５μｍのフィルターでろ過を行い、マゼンタ色の紫外
線硬化型水性インクを得た。
　なお、水溶性アシルホスフィンオキシド（紫外線重合開始剤）は３７５ｎｍ近傍に吸収
ピークを有する。
【０１４２】
［評価］
　各例で得られた紫外線硬化型水溶性インクについて、以下の評価を行った。評価結果を
表１に示す。
【０１４３】
－耐水性評価－
　各例で得られた紫外線硬化型水性インクをスリットコーターによりＯＨＰ（ｏｖｅｒｈ
ｅａｄ　ｐｒｏｊｅｃｔｏｒ）シート上に厚さ約１８μｍの膜厚で塗布した後、ＵＶオー
ブン（光源：３９５ｎｍの発光波長を有するＵＶ－ＬＥＤランプ）にて塗膜を十分に硬化
させ、硬化後の硬化膜に水を滴下し、滴下後水滴を拭き取った後の硬化膜を評価した。評
価基準は以下の通りである。
Ｇ１：　硬化膜の乱れなし
Ｇ２：　ふき取った布にインクが付着し、硬化膜の乱れあり
【０１４４】
－オフセット評価－
　各例で得られた紫外線硬化型水溶性インクを、連帳機により搬送速度　２０ｍｍ／ｓ　
　　で搬送するロール紙上にライン上の画像を連続印字した後、３９５ｎｍの発光波長を
有するＵＶ－ＬＥＤランプにより積算光量１０Ｊ／ｃｍ２条件で紫外線を照射した後、ロ
ール紙を巻き取った。そして、ロール巻き取り状態で放置後、印字裏面側のオフセットレ
ベルを評価した。評価基準は以下の通りである。
Ｇ１：オフセットなし
Ｇ２：僅かにオフセットあり
Ｇ３：明らかなオフセットあり
【０１４５】
－インク保存安定性評価－
　各例で得られた紫外線硬化型水溶性インクを４０℃で１か月間保管した後、上記オフセ
ット評価を行った。評価基準は以下の通りである。
Ｇ１：インクの作製直後と保管後とで、オフセット評価結果に変化なし
Ｇ２：インクの作製直後よりも保管後が、オフセット評価結果が劣る
【０１４６】
－画像強度評価－
　各例で得られた紫外線硬化型水溶性インクを、スリットコーターによりＯＨＰシート上
に厚さ約１８μｍの膜厚で塗布した後、３９５ｎｍの発光波長を有するＵＶ－ＬＥＤラン
プにより積算光量１０Ｊ／ｃｍ２条件で紫外線を照射した後、荷重約１００ｋｇ／ｍ２で
未印字のアート紙により画像部をこすり、画像のはがれ具合を評価した。評価基準は以下
の通りである。
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Ｇ２：アート紙側に僅かに画像の付着は見られたが、画像の乱れは確認できなかった。
Ｇ３：画像の乱れを確認。
【表１】

【０１４７】
　上記結果から、本実施例では、比較例に比べ、耐水性評価、オフセット評価、インク保
存安定性評価、画像強度評価について共に良好な結果が得られたことがわかる。
【符号の説明】
【０１４８】
１２ インクジェット記録装置
１４ 筐体
１６ 給紙容器
１８ 取り出しロール
２０ 搬入ローラ対
２２ 搬入経路
２４ 駆動ロール
２６ 従動ロール
２８ 搬送ベルト
３０ 記録ヘッド
３０Ａ インクカートリッジ
３２ 帯電ロール
３４ 剥離板
３６ 排出経路
３８ 排出ローラ対
４０ 排紙容器
５０紫外線照射装置
Ｐ 用紙
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